
国立大学法人東京農工大学情報公開規程の一部改正 

国立大学法人東京農工大学情報公開規程を次のとおり改正する。 

現行 改正 備考 

国立大学法人東京農工大学情報公開規程 

平成１６年４月７日 

１６ 経教 規程第７３号 

第１条 省略 

 

（定義） 

第２条 この規程において「法人文書」とは、法第２条第２項に規定する法人文

書をいう。 

２ この規程において「法人文書ファイル」とは、能率的な事務又は事業の処理

及び法人文書の適切な保存の目的を達成するためにまとめられた、相互に密接

な関連を有する法人文書（保存期間が１年以上のものであって、当該保存期間

を同じくすることが適当であるものに限る。）の集合物をいう。 

３ 省略 

 

第３条 省略 

２ 本学が保有する法人文書について、開示請求があった場合には、情報公開・

個人情報保護室において、次の各号に定めるところにより受け付けるものとす

る。 

一  本学が保有する法人文書の開示を請求する者（以下「開示請求者」という。）

に対し、国立大学法人東京農工大学法人文書管理規程第９条第１項に規定す

る東京農工大学法人文書ファイル管理簿その他関連資料等を用いて、法人文

書の特定に資する情報の提供に努めなければならない。 

 二 省略 

 三 省略 

 

第４条～第１０条 省略 

 

（異議申立て） 

第１１条 学長は、開示をしない旨の決定等について異議申立てがあったとき

は、委員会の意見を求めるものとする。 

２ 学長は、法第１８条の規定により情報公開審査会に諮問するときは、様式第

２０号により行い、異議申立てをした者（以下「異議申立者」という。）に対

しては、様式第２１号により通知しなければならない。 

３ 学長は、異議申立てに対する決定をしたときは、様式第２２号により異議申

立者に通知しなければならない。 

 

 

 

第１条 省略（現行どおり） 

 

（定義） 

第２条 この規程において「法人文書」とは、公文書等の管理に関する法律（平

成２１年法律第６６号）第２条第５項に規定する法人文書をいう。 

２ この規程において「法人文書ファイル」とは、能率的な事務又は事業の処理

及び法人文書の適切な保存に資するよう、相互に密接な関連を有する法人文書

を一の集合物にまとめたもの並びに単独で管理している法人文書をいう。 

３ 省略 

 

 

第３条 省略（現行どおり） 

２ 本学が保有する法人文書について、開示請求があった場合には、情報公開・

個人情報保護室において、次の各号に定めるところにより受け付けるものとす

る。 

一  本学が保有する法人文書の開示を請求する者（以下「開示請求者」という。）

に対し、国立大学法人東京農工大学法人文書管理規程第２条第３号に規定す

る東京農工大学法人文書ファイル管理簿その他関連資料等を用いて、法人文

書の特定に資する情報の提供に努めなければならない。 

 二 省略（現行どおり） 

 三 省略（現行どおり） 

 

第４条～第１０条 省略（現行どおり） 

 

（異議申立て） 

第１１条 学長は、開示をしない旨の決定等について異議申立てがあったとき

は、必要に応じ委員会の意見を求めるものとする。 

２ 学長は、法第１８条第２項の規定により、異議申立てに対し、内閣府に置か

れる情報公開・個人情報保護審査会に諮問するときは、様式第２０号により行

い、異議申立てをした者（以下「異議申立者」という。）に対しては、様式第

２１号により通知しなければならない。 

３ 省略 

 



 

第１２条 省略 

 

附 則 省略 

 

 

別表 省略 

様式 省略 

 

 

第１２条 省略 

 

附  則 省略（現行どおり） 

   

 

別表 省略（現行どおり） 

様式 省略（現行どおり） 

附 則（２３ 規程 第２５ 号） 

  この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

 


